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インドネシアの電力～現状 

 全国の電力需要の伸び（2017年）： 3.57 % 

 2018年1月 供給余剰のため、インドネシア国有電力会
社（PLN）がブカシ・パワーからの電力購入を早期停止 

 ブカシ・パワーガス発電所118.8 MW （稼働率 80%） 
 ジャワ・バリ系統では、これ以上、石炭火力発電所を建
設しない（エネルギー鉱物資源省） 

 ジャワ・バリ系統 ⇒ 設備容量33 GW。 

    ピーク需要25 GW。供給予備率は33%～40％ 

 ジャワ・バリ、スマトラ、バタム等は大きな余剰電力 



インドネシア国有電力会社の債務負担 

 短期負債 139兆746億5,800万ルピア 

 長期負債 326兆4,663億9,500万ルピア 

 負債総額 465兆5,410億5,300万ルピア 

 補助金前の損益 20兆1,788億5,100万ルピア
（政府は、家庭電力消費者（分類R1-900ワッ
ト）への補助金を削減） 

 為替差損 2兆9,351億4,400万ルピア 

 2017年、最大の政府補助金 

             
出典：PLN財務報告書（2017年） 



電力供給総合計画（RUPTL） 

（2018年）の分析 

 2018-2027の経済成長率： 6.2 % 

 2017-2026の経済成長率： 6 % 

 2018-2027の電力需要伸び率： 6.86 % 

 2017-2026の電力需要伸び率： 8.3 % 

 2018-2027の総設備容量： 56 GW 

 2017-2026の総設備容量： 78 GW 

 
出典： RUPTL（2018）（PLN） 



電力需要予測率（TWh) 

出典： RUPTL（2018）（PLN） 

図表5.1 売電予測の比較 

平均伸び率 



大気汚染基準の改訂 

2008年12月1日以前に稼働 

2020年12月31日までに 

計画もしくは稼働 

2021年1月1日以降に稼働 



直近の大気汚染基準・改訂案 

同基準の制定前に 

計画および／もしくは稼働 

同基準の制定後に 

計画および／もしくは稼働 



人権侵害／犯罪者扱い 

インドラマユ石炭火力
発電事業（JICA案件）
に反対している住民グ
ループのリーダーらに
対する西ジャワ州イン
ドラマユ県警からの
「国旗侮辱罪」に係る
逮捕状 

（2017年12月16日） 



西ジャワ州インドラマユ石炭火力発電事業 

（JICA案件）における反対派住民グループに対
する人権侵害／犯罪者扱いのケース 

 
 3名がインドネシア国旗を逆に掲げたという
「国旗侮辱罪」の容疑をかけられている 

 4名が現在、PLNの工事請負業者との暴力沙汰
の結果、刑務所に入れられている 

 継続した監視（チレボン石炭火力も） 

人権侵害／犯罪者扱い 



国旗を逆に掲げたという 

「国旗侮辱罪」の容疑にかけられているケース 



犯罪者扱いのケース 

PLNの工事請負業者との暴力
沙汰の結果、現在、住民が刑
務所に入れられているケース 

 
左の書簡は、2017年3月21日
付のインドラマユ県警から住
民への召喚状。 

2017年11月29日（水）の
16:30頃にインドラマユ石炭火
力発電事業・拡張計画のアク
セス道路の現場で、被害者に
対する暴力行為を行なったと
される同刑事事件に関し、
2018年3月29日（木）10:00に
県警の担当官との面接に出席
するよう要請された。 



監視 

ある大学の紹介状 
当該人物が火力発電所の建設
による環境・社会・経済影響
を調査している旨が書かれて
いる。 



ある大学の紹介状 
当該人物がインドネシアの社
会運動におけるNGOの役割に
ついて調査している旨が書か
れている。 

監視 



提言 

-  汚染を伴う大型電力開発への投融資を止めること 
- インドネシア政府の予測は信頼できないことか
ら、電力予測について独自の（独立した）計算
を行なうこと 

- 現地国の基準がより低レベルのものであったと
しても、高い環境基準の遵守を維持すること 

- 事業に反対している住民らへの嫌がらせ等が起
こらないよう、インドネシア政府に働きかける
こと 


